
第2回定例会を開催

　令和７年度第２回定例会は、６月３日から６月17日
まで15日間の日程で開催されました。上程された議案
等は、知事提出議案として令和７年度一般会計補正予
算や条例改正、人事案件のほか、議員提出議案の「高
額療養費制度の堅持を求める意見書」の計15件が上程
されました。それぞれ委員会等での慎重審議の結果、
全ての議案が原案可決・承認となりました。

　「高額療養費制度の堅持を求める意見書」について
は、国の審議において再検討の方針が示されましたが、
今後は自己負担上限額の引き上げが再度進められる可
能性があります。患者の方々が命に関わる治療を諦め
ることがないよう、当事者等の意見を反映することを
国に求め、その意見書を全会一致で可決いたしました。

定例会レポート

ＬＰガス使用等の物価高対策として
補正予算を追加
ＬＰガス使用等の物価高対策として
補正予算を追加
ＬＰガス使用等の物価高対策として
補正予算を追加

保健福祉医療委員会での主な質疑内容についてご報告いたします。
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皆さまからのご意見・ご要望をお待ちしています

ノーサイド編集後記 No Side

本号をご覧いただき、誠にありがとう
ございます。
　皆さまの不安や家計に打撃を与えて
いる令和のコメ騒動は、天候不順や作
付面積の減少により米の収穫量が落ち
込み、全国的にコメ不足と価格高騰が
発生した問題です。その影響は、家計

のみならず外食産業にも広がり、コメの
安定供給体制の見直しが急務となって
います。
　茨城県は全国有数の農業県であり、
これまで培ってきた技術や生産基盤を
活かし、安定供給の確保に取り組むこ
とが求められています。今後は需要に
応じた作付支援や新品種の開発、さら

には若手農業者の育成支援を通じて、
持続可能な米づくり体制の構築を進め
てまいります。
　県民の皆さまが安心して食卓を囲め
るよう、現場の声を反映した政策づくり
に努めてまいりますので、今後とも温か
いご支援を賜りますようお願い申し上
げます。 茨城県議会議員　高安博明
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　国の予備費支出に対応して、エネルギー需要が高まる夏季における負担軽減を図るため、LPガスの使用
や特別高圧を受電する方への支援に必要な予算を計上しました。

LPガス料金負担軽減支援事業LPガス料金負担軽減支援事業LPガス料金負担軽減支援事業 特別高圧受電施設等電気料金支援事業特別高圧受電施設等電気料金支援事業特別高圧受電施設等電気料金支援事業

世帯あたり400円値引き
　LPガス販売事業者を通じてLPガス料金の値引き
を行い、物価高に伴う一般消費者の負担軽減を図り
ます。
【支援対象】
県内一般消費者（約74万世帯）
※LPガス販売事業者を通じて支援

【支援対象期間】
2025年７～９月分

【支援単価】
400円／世帯

【補助方法】
LPガス販売事業者に対し、LPガス料金の値引き実績に
応じて補助（2025年９月以降）

中小企業等の負担軽減を図る
　国の電気料金支援の対象外となっている特別高圧
契約で受電する事業者等に対し、電気料金の一部を支
援することにより、物価高に伴う中小企業等の負担軽
減を図ります。
【支援対象】
特別高圧契約で受電する中小企業（商業施設等に入居す
るテナント含む）等、病院

【支援対象期間・単価】

【補助方法】
中小企業等に対し、電力量使用実績に応じて補助
（2025年９月以降）
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茨城県

LPガス販売事業者

県内一般消費者

❶交付申請
❹実績報告

❷交付決定
❺補助

❸値引き（400円）

ＬP ガス

ＬPガス

支援対象期間
2025年７、９月分
2025年８月分

支援単価
1.0円／kWh
1.2円／kWh

―物価高対策関連事業費として４億８千万円―
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選定療養費について

　　　　学校現場や高齢者福祉施設において、第三者が救
急車を呼び選定療養費徴収される場合の対応について伺
いたい。

　　　　第三者が呼んだ場合の支払いについての問い合わ
せが県の方にも寄せられている。広報紙ひばりなどで、
選定療養費は患者本人からお支払いいただくものだとい
うことを掲載させていただく予定である。学校現場で救
急車を要請すべき判断に迷う場合は、救急電話外に相談
いただき、救急車要請の助言があれば、対象の病院では
原則選定療養費は徴収しない運用になっている。市町村
教育委員会向けの説明会や通知を配布するなど、県の教
育委員会と連携していく。

中山間地域における小規模事業所加算について

　　　　今年５月からは算定要件が一部緩和され、より広
い地域で算定可能な環境が整いつつある。算定状況や対
象地域の分布についての現状や課題について伺いたい。

　　　　ご指摘の通り、今年の５月に制度が大幅に緩和さ
れた。制度改正前に地域要件を満たす対象事業所は28存
在していたが、要件（月200回の訪問以下）を満たす事
業所は存在しなかった。今回の制度改正で、大幅に制度
が緩和されたことにより該当する事業者は45まで増えた。
今度は要件が月400回の訪問程度となり、加算の取得を
している事業所も徐々に出始めている。個別に状況を確
認しながら、加算を取れるような支援を進めていく。

　　　　柔軟な地域指定の見直しや制度上の空白地域の解
消に向けて、国に要望・提案していただきたい。また、
県独自の支援策があれば伺いたい。

　　　　より詳細な地域指定が可能になるような制度も考
えていかなくてはならない。柔軟な地方の実情に合った
地域指定ができるような制度に変えることも国に働きか
けていきたい。

都道府県による基幹相談支援センター
整備推進事業について

　　　　令和６年４月１日から基幹相談支援センターの設
置および地域生活支援拠点等の整備が努力義務とされた。
整備状況や運営実態、課題認識について伺いたい。

　　　　各市町村の整備状況については、令和６年度に新
たに８市８町で設置され、令和７年４月１日時点で35市
町村が設置済み、現時点では９市町が未設置の状況に
なっている。運営実態については、市町村直営が20市町
村、社会福祉法人への委託が14市町、直営と委託を併用
している市が１つとなっている。基幹相談支援センター
の整備促進は、県総合計画にも目標としており早急に県
内すべての市町村で設置できるよう促進していく。

　　　　整備が進んでいない市町村に対し、県として具体
的にどのような支援をしていくのか伺いたい。

　　　　昨年度は、設置が進まない理由や課題等を整理し、
その解決を図るために助言指導を行うアドバイザー派遣
事業を実施した。今年度も引き続き市町村にアドバイザー
を派遣し、基幹相談支援センターの立ち上げ・運営に向け
た支援を実施していく。また、相談支援専門員を養成する
研修や市町村に向けた研修会を開催し、好事例を紹介す
るなど市町村と連携しながら設置を進めていきたい。

　　　　すべての市町村で整備できるのはいつぐらいにな
るのか。

　　　　市役所の中での人材確保が難しいため、社会福祉
法人への依頼もしている。人材育成には時間がかかるが、
１日でも早くすべての市町村で整備済みとなるように努
力していく。

福祉事業所を現地視察する高安議員
（左から二人目）
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2024年12月より救急医療体制を維持するため
救急搬送における選定療養費の徴収を開始しました

　このコーナーでは、茨城県の取組みについて解説します。６月議会における条例改正（抜粋）

１日２時間、または
１年77時間30分以内を選択可

今後も委員会等において、運用に問題がないか検証していきます。また、県民の皆様の
更なる理解促進に向けて、本制度の一層の周知啓発にも取り組んでいきます！

職員の育児休業等に関する条例の
一部を改正する条例

改
正
内
容

小学校就学前の子を
養育するための部分
休業制度の拡充

次のいずれかを選択可
・１日につき２時間以内
・１年につき77時間30分以内

現　行 １日につき勤務時間の始め又は終わり
に２時間以内

改正後

大学生を扶養する者の
特別控除新設など改正

茨城県県税条例等の一部を改正する条例

改
正
内
容

１　個人県民税関係
　給与収入が123万円を超え188万円以下の大学生
などを扶養する者の所得控除の対象とするため、特
定親族特別控除を新設（所得控除額：最高45万円）
２　県たばこ税関係
　加熱式たばこを重量と価格によって紙巻きたばこ
の本数に換算する方式から、重量のみで換算する方
式へ見直すことによる課税額の増額
３　法人県民税関係
　法人税割の超過課税に係る適用期限の延長

令和８年１月31日まで

令和13年１月31日まで（５年間延長）

施行日　令和７年10月１日 施行日　公布の日外

市町村の要望を踏まえ、
定数を改正

民生委員の定数を定める条例の一部を
改正する条例

茨城県防災情報ネットワークシステム衛星通信設備
更新工事請負契約を締結

工事請負契約の締結について

改
正
内
容

３年ごとの民生委員の一斉改選に伴い、
８市町の民生委員の定数を次のとおり改
めるもの

日立常陸太田道路改良工事
請負契約を締結

工事請負契約の締結について

工
事
の
内
容

工事名 道路改良工事
（（仮称）大久保町第１トンネル）

工事個所 日立市大久保町地内
工事内容 道路改良工事（L＝332.5m）
工期 令和７年６月～令和８年９月
請負契約額 1,317,800,000円
契約の相手方 株木・オカベ・秋山特定建設工事共

同企業体
代表構成員
水戸市吉沢町311番地１
株木建設株式会社

取締役社長　株木　康吉
代理人　茨城本店
執行役員本店長  栁橋　一明施行日　令和７年12月１日

市町村 現行 改正後

日 立 市 355 356（+1）

古 河 市 226 228（+2）

常陸太田市 141 142（+1）

牛 久 市 123 125（+2）

潮 来 市 73 78（+5）

筑 西 市 217 218（+1）

稲 敷 市 108 110（+2）

阿 見 町 82 83（+1）

※上記以外の市町村については、改正なし

工
事
の
内
容

工事名 茨城県防災情報ネットワークシステ
ム衛星通信設備更新工事

工事個所 74箇所（県庁（１）、市町村（44）、消
防本部（24）、自衛隊（２）、海上保安
部（１）及び県出先（２））

工事内容 国は、衛星通信設備について、第２
世代の運用を令和９年度までと定め
ていることから、緊急防災・減災事
業債を活用して第３世代に更新する。

現　行
改正後

以内を選択可

工期 令和７年６月～令和８年３月
請負契約額 2,518,890,000円
契約の相手方 東京都港区芝五丁目７番１号

日本電気株式会社
取締役代表執行役社長　森田　隆之
代理人　首都圏支社長　入佐　健一

運
用
に
問
題
が
生
じ
て
い
な
い
か
検
証
を
行
う

■運用状況に関する調査結果（2025年３月～４月）
〇選定療養費の徴収件数

対象 22病院が受け入れた
救急搬送件数 a

うち徴収が
行われた件数b 徴収率 b/a

12,741 430 3.4%
〇症状別の徴収の状況
（上位10位まで）
順位 症状 件数 割合

① めまい・
ふらつき 37 8.6%

② 腹痛 29 6.7%
③ 打撲 22 5.1%
④ 軽度の切り傷 20 4.7%
⑤ 下痢 18 4.2%
⑥ 風邪の症状 17 4.0%
⑥ 嘔吐 17 4.0%
⑧ 頭痛 16 3.7%
⑨ 胸痛 13 3.0%
⑩ 軽度の擦り傷 12 2.8%
⑩ 息苦しさ 12 2.8%
その他（泥酔・酩酊、
動悸、鼻血、便秘 等） 217 50.4%

計 430

注：主な症状により分類し、1人1件として集約

■県内消防本部における救急搬送件数
2024 年３月～４月 a 2025 年３月～４月 b 対前年同期比 b/a

22,701 21,556 95.0%( ▲ 5.0%)

■近隣５県との救急搬送件数の比較
県名 2024年３月～４月 a 2025 年３月～４月 b 対前年同期比 b/a
福島県 13,575 13,671 100.7% ( ＋ 0.7%)
茨城県 22,701 21,556 95.0% ( ▲ 5.0%)
栃木県 13,318 13,789 103.5% ( ＋ 3.5%)
群馬県 17,818 18,033 101.2% ( ＋ 1.2%)
埼玉県 57,461 59,269 103.1% ( ＋ 3.1%)
千葉県 51,236 53,954 105.3% ( ＋ 5.3%)

■救急搬送のうち軽症等・中等症以上の件数
傷病程度 2024年３月～４月 a 2025 年３月～４月 b 対前年同期比 b/a
軽症等 10,413 9,569 91.9% ( ▲ 8.1%)

中等症以上 12,288 11,987 97.6% ( ▲ 2.4%)
計 22,701 21,556 95.0% ( ▲ 5.0%)

■救急電話相談の実績

区分
相談件数

応答率おとな救急電話相談
#7119

子ども救急電話相談
#8000 計

2024年３月～４月 a 8,627 9,609 18,236 94.9%
2025 年３月～４月 b 10,427 8,709 19,136 97.1%

対前年同期差 b-a ＋ 1,800
( ＋ 20.9%)

▲ 900
( ▲ 9.4%)

＋ 900
( ＋ 4.9%) 2.2%

〇年齢区分別徴収件数

区分 対象 22病院への
救急搬送件数 A

徴収
件数 B

徴収率
 B/A

満 18歳
未満

新生児（生後 28日未満） 21 0 0.0%
乳幼児（生後28日以上満7歳未満） 538 37 6.9%
少年（満 7歳以上満 18歳未満） 479 21 4.4%
満 18歳未満小計 1,038 58 5.6%

満 18歳
以上

成人（満 18歳以上満 65歳未満） 3,790 226 6.0%
高齢者（満 65歳以上） 7,469 146 2.0%

満 18歳以上 小計 11,259 372 3.3%
計 12,297 430 3.5%

相談件数は前年から900件増の19,136件、応答率は前年同期比2.2％増の97.1％となりました。

近隣の５県はいずれも増

加傾向ですが、茨城県は

対前年同期比 5.0％の減

となっています。

全体に占める割合は、「めまい・ふらつき」が

最も多かったですが、泥酔・酩酊などの「その他」

が半分を占めています。

年代が不明又は未確定の

救急搬送の依頼は含まれ

ていません。
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